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1. 序論 

 信濃川一次支川の五十嵐川は新潟県三条市を流れる

複断面蛇行河道である．五十嵐川では平成16年と平成23

年に大規模な洪水が発生した．平成16年7月新潟・福島

豪雨では図-1に示すように内岸側の堤防（3.3km）が破

堤し，図-2で示すように破堤点対岸では土嚢を積み，水

防活動が行われた．平成23年7月新潟・福島豪雨におい

ては内岸高水敷と低水護岸（1.1km）が洗掘被害を受け

た．7.13新潟豪雨洪水災害調査委員会は平成16年洪水に

て内岸堤防が破堤した主原因は越流であると結論づけ

た1)．しかし令和2年7月球磨川洪水では，複断面蛇行区

間において，水位の高い時間帯に，高水敷の遅い流れ

と低水路の速い流れが混合することで，最大流速が内

岸側に生じ，二次流の向きが逆転する複断面的蛇行流

れ2)の発生が明らかになり，河道の内岸側の各所で被災

が生じた可能性が高い3)．この新しい知見を受けて，平

成16年洪水時の五十嵐川でも同様の現象が発生していた

か，内岸堤防や内岸高水敷の洗掘が破堤の原因となり

得たかを考察することは今後の堤防設計にとって重要

である．  

 本研究では，平成16年7月新潟・福島豪雨を対象に，

複断面蛇行流れの解析によって3.3km地点の破堤や1.1km

周辺の高水敷・低水護岸の被災原因が，複断面的蛇行

流れと関係しているかを考察することを目的としてい

る． 

2. 対象区間，解析方法，解析条件 

 図-3は本解析における対象区間を示している．五十嵐

川島潟水位観測所（7.7km）から，信濃川との合流点よ

り200m上流までを解析区間としている．上流端では観

測された水位ハイドログラフを境界条件として与え

た．下流端は，合流点から400m下流にある信濃川本川

の荒町水位観測所の観測水位ハイドログラフに対し河

床勾配を考慮して与えた．流れは三次元的であること

から解析には，非静水圧準三次元洪水流・河床変動解

析法（Q3D-FEBS4)）を用いた．Q3D-FEBSの基礎式は次

式で与えられる． 
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図-1 平成 16年 7月新潟・福島豪雨時におけ

る内岸堤防の破堤状況(3.3km) 

図-2 平成 16年 7月新潟・福島豪雨時の破堤
点対岸での土嚢を用いた水防活動の様子 1) 
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ここに，i,j：1,2（x,y方向），𝑡：時間，ℎ：水深，𝑔：重

力加速度，𝜌：水の密度，𝜂 = (𝑧𝑠 − 𝑧)/ℎ，𝑧𝑠：水面， 

𝑈𝑖：i方向の水深平均流速，𝑢𝑠𝑖：i方向の水面流速，

𝑢𝑏𝑖：i方向の底面流速， ∆𝑢𝑖 = 𝑢𝑠𝑖 − 𝑈𝑖，𝛿𝑢𝑖 = 𝑢𝑠𝑖 −

𝑢𝑏𝑖，𝑝′：圧力の非静水圧成分，𝑝𝑏
′：底面圧力の非静水

圧成分，𝜈𝑡：渦動粘性係数，𝜏𝑖：i方向のせん断力，

𝑇𝑖,𝑗：i軸に垂直な面内でj方向に働く応力，𝐾：樹木群透

過係数である．与えられた流れと河道条件に対して，

水深積分した連続式(1)と水深積分した運動方程式(2)，

水面での運動方程式(3)，底面での運動方程式(4)，境界

条件から得られた流速鉛直分布の仮定式(5)を一体的に

解くことで三次元的な解析を行っている．解析には破

堤点上流や，高水敷・低水護岸被災場所周辺では橋梁

が設置されていることから，橋脚を解像できる格子を

用いた．河床材料は平成12年に測定された粒度分布を再

現するように一様に与えた． 

 

3. 水位ハイドログラフと水面形の解析結果と観

測値の比較 

 図-4は各水位観測所で観測された水位と解析水位の時

間変化を示し，図-5は観測された水位と解析水面形の時

間変化を示す．図-4，図-5より解析水位と観測水位はお

おむね一致しており，解析結果は実現象を説明してい

ると考えられる．平成16年洪水時に破堤した3.3km左岸

では，7/13,10:00には洪水流は堤防満杯で流れており，破

堤が生じた13:00の少なくとも3時間前には堤防満杯で流

下していたことがわかる．また，解析では信濃川との

合流点付近で，洪水時の水位が急激に低下している．

これは信濃川本川の水位がこの時刻では五十嵐川より

低いことにより，信濃川の水位に引っ張られるように

低下していると考えられる． 

4. 平成16年洪水時における破堤点（3.3km）周辺

の解析結果 

 図-6は3.3kmにおける低水路線形，堤防線形および水

深平均流速分布を示し，図-7，図-8は3.3km，3.6kmにお

ける二次流分布と主流速の横断分布を示す．図-6より破

堤点周辺の低水路線形と堤防線形は同心円的であり，

外岸側の高水敷幅が狭い．図-6，図-8より，破堤点の上

流である3.6kmでは増水期と越水時において複断面的蛇

図-3 対象領域と被災場所の平面位置  

図-4 観測水位と解析水位ハイドログラフ  

図-5 解析水面形の時間変化 



 

 

行流れが発生し，最大流速が内岸側に生じている． 

3.6kmにて内岸側に主流速が発生した理由は，4.5kmの蛇

行部では広い高水敷を有し，複断面的蛇行流れが生

じ，主流速が内岸に寄っており，そのまま直線的に速

い流れが3.6kmの低水路に流入し，内岸側の流速が速く

なったことが考えられる．また，3.6km断面では最大流

速の発生位置が複数現れている．上流に橋脚や樹木群

が存在することで発生したものである．一方，3.3kmで

は水位上昇とともに最大流速の発生位置が外岸側に移

動しており，増水期および越水時に単断面的蛇行流れ

のまま流下しており，内岸側の流速が外岸側と比較し

て小さいため，内岸寄りの高水敷や堤防が洗掘されな

かったと考えられる．3.3kmで単断面的蛇行流れから複

断面的蛇行流れに遷移しなかった理由は，低水路線形

と堤防線形の間に位相差が殆ど見られず同心円的であ

り，その上，高水敷幅は狭い．これらにより，高水敷

から低水路に流入する遅い流れが少なく，混合現象が

少なかったために内岸側に主流速が寄らず，単断面的

蛇行流れのままであったと思われる． 

 

5. 平成23年洪水時に高水敷・低水護岸が被災し

た地点（1.1km）は平成16年洪水時には被災し

なかったのか 

図-9は1.1kmにおける低水路線形，堤防線形および水

深平均流速分布を示し，図-10は1.1kmにおける二次流分

布と主流速の横断分布を示し，図-11は平成23年7月新

潟・福島豪雨時の高水敷・低水護岸の被害状況を示し

ている．図-9，図-10から，平成23年洪水時に高水敷・

低水護岸が被害を受けた場所では，水位上昇とともに

最大流速の発生位置が内岸側に移動し，越水時には内

岸よりの水深平均流速が約5m/sと速く，複断面的蛇行流

れが発生している．この1.1kmも3.6kmと同様に最大流速

が複数個所で発生しており，上流の橋脚の影響を受

け，一時的に河積が小さくなり，流速増大を助長して

いると考えられる．内岸側高水敷は洗掘されており，

解析上は最大で約60cm洗掘された．内岸側高水敷・低

水護岸が被災した場所では，速い流速が発生し，洗掘

されていると考えられ，平成16年洪水時も平成23年洪水

時と同様の洗掘被害を受けていたと考えられる． 

 

(a) 7/13,9:00（増水期） 

図-6 3.3km周辺の低水路線形および堤防線形，水深平均流速分布 

(b) 7/13,11:00（越水時） 

(a) 7/13,9:00（増水期） 

(b) 7/13,11:00（越水時） (b) 7/13,11:00（越水時） 

(a) 7/13,9:00（増水期） 

図-7 3.3kmの二次流分布，横断面流速分布 図-8 3.6kmの二次流分布，横断面流速分布 
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6. まとめ 

 平成16年7月新潟・福島豪雨時の3.6kmは，上流の

4.5kmで複断面的蛇行流れが発生し，直線的に高水敷の

遅い流れが流入したために主流速が内岸側に現れた．

一方，3.3kmでは，単断面的蛇行流れのまま流下したと

考えられ，主流速が外岸側に発生していたため，内岸

堤防の破堤と複断面的蛇行流れの関係は弱いものと考

えられる．しかし，堤防天端越流時間が3時間以上続い

ており，破堤原因は越流とともに堤体天端付近の浸透

による弱体化も影響したと思われる．3.3kmにおいて単

断面的蛇行流れから複断面的蛇行流れに遷移しなかっ

た理由は，低水路線形と堤防線形の間に位相差が殆ど

なく，同心円的な線形をしており，高水敷幅が狭いこ

とと相まって，高水敷の流れと低水路の流れの混合が

少なかったことによると考えられる． 

 平成23年洪水時に高水敷・低水護岸が洗掘被害を受け

た場所では，平成16年洪水時にも水位上昇とともに最大

流速の発生位置が内岸側に移動し，複断面的蛇行流れ

が発生したことで洗掘されたと考えられる．そのため

平成16年洪水時には，平成23年洪水時と同様の被害が生

じていた可能性があり，この地点は洗掘被害を受けや

すい場所であることを示した． 
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(b) 7/13,11:00（越水時）の拡大図 (a) 7/13,11:00（越水時）の全体図 

図-9 1.1km周辺の低水路線形および堤防線形，水深平均流速分布 

(a) 7/13,9:00（増水期） 

(b) 7/13,11:00（越水時） 

図-10 1.1kmの二次流分布，横断面流速分布 
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図-11 平成 23年 7月新潟・福島豪雨時における
内岸高水敷・低水護岸の被害状況(1.1km)5) 


